
　標準報酬制となった平成27年以降、組合
員数および標準報酬月額につきましては、
大幅な増減はなく推移しており、今年度も
昨年度と同程度を見込んでいます。また、
費用面では依然、医療費が高止まりの傾向
にあり、高齢者への拠出金等は高い水準で
推移している状況となっています。
　このことから、短期給付の財源率※１を昨年
と同様の95.04‰と設定した場合、損失金
が生じる見込みとなりますが、給与改定等の
影響によりここ数年利益金が生じており、
剰余金があることから今年度は財源率を
据え置くことといたします。しかしながら、
前述のとおり今後も厳しい財政状況が続く
ことが予想されますので、組合員および
被扶養者の皆様におかれましては、今一度
日頃からの健康管理を心がけていただくと
ともに、特定健康診査・特定保健指導や当
組合の健康サポート事業、ジェネリック
医薬品等を積極的にご活用いただき、
医療費の削減にご協力いただきますよう
お願い申し上げます。

※１ 財源率とは、標準報酬の月額や標準期末手当等の額
に対する掛金率（組合員が負担）と負担金率（地方
公共団体が負担）を合わせた率です。




